中国の食糧貿易について by 王,楽平
71
中国の食糧貿易について
AStudy　on　the　Grain　Trade　of　China
王　　　楽　平
　　Leping　Wang
　　　　　　目　　次
1．　はじめに
2．　中国食糧貿易の実態と特徴
3．　中国の食糧貿易制度と改革
4．　中国食糧貿易に影響するWTO協定
5．　国際競争力の評価
6．　政策的インプリケーション
1．はじめに
　中国は昔からの人口大国であり，中国の歴史は飢餓と戦う歴史でもあった。1949年新中国成
立後も，長期間にわたり労働力の約80％が農業に従事していたにもかかわらず，食糧の「自給
自足」が達成できなかった。1961年から本格的な食糧輸入が始まり，以来500～1，000万トン前
後の輸入が続いていた。こうした食糧不足の状況は70年代末からの農村改革により一変した。
1984年の食糧生産量は4億トンに達し，地域的な生産過剰現象まで生じた。以来，生産量の起
伏はあるものの，90年代半ばに食糧の自給自足を基本的に実現した。
　しかし1994年，米国のワールド・ウォッチ研究所が中国の食糧需給に関する報告書の中で，
中国の食糧は2000年に8，100万トン，2010年1億5，000万トンを国際市場から調達しなければ
ならないと予測したことから，21世紀に中国を養うのはだれか，中国の食糧貿易が国際穀物市
場を撹乱する要因となるのかどうか，という形で多くの場で話題となった。果たして中国の食糧
生産・貿易はその予測通りになるのか，それを究明するために，1995年に『中国食糧貿易の展
開条件に関する研究一中国大豆の対日輸出を例に』と題する博士論文をまとめた。1999年にそ
れをべ一スに研究対象を大豆から米，小麦，トウモロコシ等の品目に拡大し，新しいデータを取
り入れ，『中国食糧貿易の展開条件』（D（お茶の水書房1999年）を出版した。
　また，2001年12月，中国は15年間の交渉を経て，念願のWTO加盟を果たした。　WTO加
（1）　王楽平『中国食糧貿易の展開条件」御茶の水書房　1999年。
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盟は，中国にとって経済改革の促進，産業部門の市場競争力の増加，貿易環境の改善等の面にお
いてプラスの影響をもたらしつつある。農業部門に限定してみると，中国は労働力が豊富である
ものの，耕地資源が乏しいため，畜産，野菜・果物等の労働力集約型の分野においては，比較優
位性を有している。それとは逆に，耕地資源を多く使い，機械と労働力の代替性の大きい食糧生
産分野では，国際競争において，不利な立場に立たされるのではないかとの懸念が高まっている。
米国農務省も，中国の穀物輸入増に伴い世界の食品価格が上昇し，輸出増加により米国の農業部
門が17億ドルの収入増になると見積もっている（2）。中国のWTO加盟に関する政策論議の中で
も，食糧生産や食糧貿易の行方は論争の焦点となっている。
　中国WTO加盟後の食糧貿易の行方を探るため，2002年5月に「WTO加盟後の中国の食糧
貿易」という論文を発表した③（『中国研究月報』651号　中国研究所）。本稿は上述の研究をベー
スにまとめたものである。
2．中国食糧貿易の実態と特徴
（1）食糧貿易の推移
　50年代では食糧輸出は外貨稼ぎの手段として工業化のために大きく貢献した。1961年からは
深刻な食糧供給不足を背景に，本格的な食糧輸入を余儀なくされ，1961～78年の18年間では，
食糧の年間平均輸入量は561．2万トンであった。この時期の食糧輸入量は輸出量の倍以上になっ
ていることから，食糧供給不足の事情がうかがえる。農村改革が始まった1979年には，長年の
強制供出に追われて自らの衣食問題さえも解決していない農民たちに，少し余裕を与えようとい
う政府の配慮から，食糧の輸入量は1，000万トン台に達した。その後も，1985年，86年，93年
及び94年を除けば，1，000万トン以上の輸入が続いた。
　一方では1973年以降，石油の大量輸出が可能になったため，食糧輸出にかけられた外貨稼ぎ
の役割は軽減し，1976～83年までの食糧輸出量は100万トン台の低い水準で推移した。しかし，
1984年の大豊作を背景に1985年から食糧輸出が急増し，85年，86年はそれぞれ932万トン，
942万トンと飛躍的な増大を見せた。1984～94年の間，輸出量は年平均873．2万トンであり，特
に，91～94年の4年間，1，000万トン以上の輸出が続いた。この時期の特徴は，食糧の大量輸入
と大量輸出が同時に行なわれていたことである。
　しかし，1994年の食糧減産（－2．5％）と国内食糧流通制度改革の影響を受けて，食糧の市場
価格は94年に50．7％，95年に36．8％と急騰し続けた。そのため，95年の食糧輸出は急減し（64
万トン），食糧輸入は史上最高の2，000万トン台を突破した（2，040万トン）。
　1995～2000年の6年間は豊作が続き，中国の食糧事情が一変して生産過剰に悩まされるよう
（2）Economic　Research　Service，　U．S．　Department　of　Agriculture，“China’s　WTO　Accession　Would
　Boost　U．S．　Ag．　Exports＆Farm　Income”，　Agricuttural　Outloole，　March　2000，　pp．11－16．
（3）王楽平「WTO加盟後の中国の食糧貿易」中国研究所『中国研究月報」651号。
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になっている。何とかして過剰食糧を輸出しようと，輸出拡大に力を入れているが，国際穀物価
格の下落や94年から国内価格が国際価格を上回るようになったため，96年の輸出量はわずか
124万トン，97～99年の間は700～800万トンで伸び悩み，2000年に，ようやく1，000万トン台
に回復した（1，378万トン）。食糧輸入においては，供給過剰を背景に小麦の輸入が減少したもの
の，大豆の輸入が急増してきた。
　1950～2000年の50年間を振り返ってみると，中国は食糧の純輸出国であった時期が16年間，
残りの34年間においては純輸入国であった。全体から見れば中国の食糧貿易は純輸入基調であ
るといえよう。
②　輸出入品目構成の変化
　1980年代半ばまでの中国食糧貿易のパターンを一言でいえば，米を輸出し，小麦を輸入する
ことであった。このような貿易パターンの形成要因は，人口増大による食糧不足，食糧生産地と
消費地の隔たり，地域間の食嗜好の違い及び国内の交通事情，外貨操作などの面から説明するこ
とができる。1950，60年代では，中国の穀倉地帯が南方の長江流域にあり，生産した米を北方
に搬送していた。しかし，北方の人の嗜好は米より小麦であり，また交通手段の未発達の当時に
あっては，こうした食糧輸送は政府にとって大変な負担となった。そこで，南方の米を近隣諸国
や地域に輸出し，カナダやオーストラリアからの小麦を北方の港に直接輸入する方式を採った。
これは地域間の消費好みの違いにも対応でき，国内での長距離輸送よりも効率的であった。また，
1965～75年の間，中国産米の輸出価格は輸入小麦価格の2～3．1倍であったため，国際貿易の利
益が享受できたのである。しかし，80年代に入ると上述のような貿易パターンが崩れ始め，輸
出，輸入ともに多様化した。1985年以降は，米，大豆，トウモロコシ等は輸出品目であると同
時に輸入品目でもあるような状態が続いているが，あえてこの時期の貿易パターンを一言でいえ
ば，トウモロコシを輸出し，小麦を輸入していたといえよう。その状況は1997年以降の大豆輸
入の急増及び小麦輸入の減少により一変し，現在の中国食糧貿易のパターンは，トウモロコシ及
び米を輸出し，大豆を輸入するように変わった。
3．中国の食糧貿易制度と改革
　中国の食糧貿易制度には計画貿易，国家独占・窓ロー本化，国内価格と国際価格との二重構造
といった特徴が存在していた。しかし，このような国家貿易体制では，国際市場の変化に対応して
貿易取引を行うことや，輸出品の適応性や競争力を強めることは難しくなるなどさまざまな弊害を
露呈した。これを除去するために，経済改革の開始と同時に貿易制度への改革も行われてきた。
（1）計画貿易
国家計画委員会が毎年食糧の輸出入計画を編成し，その計画を指令性計画として食糧商業部門
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や対外貿易部門に実行させる制度である。この制度には市場の不可測な多変性と指令計画の相対
的不変性・非弾力性との矛盾が存在していた。改革・開放後，多くの品目は計画貿易から外され
たが，トウモロコシや大豆といった食糧品目は特別重要輸出商品として計画貿易体制を維持して
いる。しかし，国内食糧流通体制の市場化に伴い，輸出計画が遂行されないケースが多発してお
り，計画輸出も有名無実となりつつある。
（2）国家独占・窓ロー本化
　中国では食糧貿易業務を営む権利が中国糧油食品進出口総公司（中国食糧食油食品輸出入会社，
1994年から中糧総公司と改組改称）だけにあった。すなわち独占経営と窓ロー本化である。こ
のような体制は売り手1人と買い手多数の売り手側独占的立場を作り出し，対外交渉，価格決定
などにおいては中国側が有利である。しかし，このような体制は地方の主体性ないし積極性を動
員することができず，輸出の一層の拡大にとって阻害要因となっている。改革以降，貿易業務に
おいて地方分権化，自由裁量権の拡大を図る貿易体制の改革が行われている。
（3）国内価格と国際価格の二重性
　国内市場を国際市場の不安定性から隔離するために，国内で買い付ける輸出品と販売する輸入
品を国内価格で，対外貿易をする際に国際価格で取引をする，という国内外価格の関連性を遮断
する仕組みは形成された。国家は税金と財政補填によって，国内と国際価格の格差を調整する。
その仕組みは，市場経済における生産物の国内価格と輸出価格が為替レートを媒介して直結する
という国内価格と国際価格の関連性をなくしている。
　1950年代から80年代初めまでの政府統一買付け・統一販売の時代では，政府の食糧徴収価格
は生産コストさえ補えないほど低く押さえられた。80年代から自由市場での食糧販売が許され
たと言っても，政府徴収価格は常に市場価格を20～50％下回っていた。こうした人為的に低く
押さえられた政府徴収価格をベースに輸出入食糧の国内価格を算出する方法は，偽りの輸出競争
力を作り出し，輸出促進と輸入抑制の効果を生じている。
　1994年には食糧貿易に代理制度が導入され，それまで中国国内市場で実施してきた国内価格
と国際価格の二重価格制度が撤廃された。現在，中糧総公司は対外取引の代理人として，食糧輸
出入の依頼を受けて貿易業務を行ない，輸入食糧の引き渡し価格も，輸出用食糧の受け取り価格
も，市場価格に基づくようになった。中国の国内市場は国際市場と連動し，国際価格の影響を受
けやすくなったとともに，輸出競争力も国内市場の価格変動に影響されるようになった。
4．中国食糧貿易に影響するWTO協定
　WTO加盟後の中国の食糧生産に対し，悲観的な見方が多いのは，　WTO協定の食糧関連規制
に，中国にとって厳しい内容が数多く盛り込まれているからである。以下，「中華人民共和国加
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入議定書』（以下「議定書」）等の最終書類，また「議定書」の基本内容となったGATTウルグ
アイ・ラウンドの農業合意である「農業に関する協定」（以下「農業協定」）及び米中間で合意し
た「中国のWTO加盟に関する米中協議」（以下「米中協議」）を併せて検討したい。
（1）非関税措置の撤廃と関税率の引き下げ
　「議定書」は，中国がWTO加盟後，すべての農産物に関税率の上限を設け，現在21％の算術
平均関税率を2004年まで17％に削減し，農産物の関税率を0～65％の範囲に収めることを承諾
した。食糧に関する規定では，これまで基本的に国家貿易，計画管理という非関税措置によって
コントロールしてきた食糧貿易管理制度を，国営貿易制度を留保するものの，関税割当制度に変
更しなければならないとしている。WTO加盟後の2002～04年に実行している関税割当制度は
表1の通りである。
表12002～2004年中国の食糧輸入関税割当制度
（単位：万トン）
2002年 2004年
輸　入
?沫ﾊ
枠　内
ﾖ税率
枠　外
ﾖ税率
民　間
z分率
輸　入
?沫ﾊ
枠　内
ﾖ税率
枠　外
ﾖ税率
民　間
z分率
小　　　　麦 8468 1％ 71％ 10％ 936．6 1％ 65％ 10％
?
399．0 1％ 71％ 50％ 532．0 1％ 65％ 50％
トウモロコシ 585．0 1％ 71％ 32％ 720．0 1％ 65％ 40％
合　　　　計 1830．8 2188．6
　資料：何燗生等『WTO与中国農業』中国農業出版社　2002年，76－77頁から作成。
　そのほか，「議定書」では，3％の関税率を上限に大麦の輸入を自由化し，大豆を3％の関税率
で輸入自由化し，従来米国の西北部7州の小麦に対してとられていた輸入禁止令（TCK胞子黒
穂病疫区のため）を撤廃することなども定めている。
（2）関税割当制度の透明性と民間企業参入の促進
　「議定書」は，WTO加盟後，トウモロコシの輸入割当量の50％，小麦の10％，米の50％を
民間の貿易会社に配分しなければならないとしている。国家のコントロールを受けない民間会社
の参入により，中国は真の市場開放が求められることになる。
（3）国内の農業保護水準の削減
　「議定書」で中国政府は，国内農業保護水準について次のように約束した。①中国は基準期間
中のAMS（4）（Aggregate　Measurement　of　Support）がゼロである。②農業全体への一般的助
成も，特定商品への助成も農業生産総額の8．5％という許容範囲内にする。
（4）　AMS＝（内外価格差×生産量）＋（直接支払い）＋（間接支払い）
　　直接・間接支払いの合計は国内助成額であるが，「グリーン・ボックス」に入っているものを除く。
　76　　　　　　　　　　　　　　「明大商学論叢』第85巻第1号　　　　　　　　　　　　　（76）
　「農業協定」によると，加盟後の農業助成額について，発展途上国は基準期間の農業生産総額
の10％，先進工業国はその5％を超えてはいけないと規定している。しかし，中国は発展途上国
であるにもかかわらず，農業生産総額の10％の国内保護水準が認められず，結局8．5％で決着が
ついた。また，基準期間（1986～88年）の農業生産総額の8．5％ではなく，毎年の実際の農業生
産総額を基準に計算することになっている。今後，農業生産総額が増加し続ければ，AMSの額
も多少増えるであろうが，農業生産総額の8。5％という枠は中国政府の農業保護強化の制約にな
ると見られている。
（4）輸出補助金の削減
　「議定書」において，
を承諾した。
中国政府はWTO加盟後すべての農産物に輸出補助金を供与しないこと
5．国際競争力の評価
　一国のある商品が国際貿易構造の中で，比較優位にあるのか，またそれがどれほどあるのかを
みるには，国内価格と国際価格を比較することが簡潔・明瞭な方法とされている。また，「比較
優位」係数を用いて，特定商品の比較優位性を計るのも基本的手法の1つである。
（1）国内外価格の比較
　中国の食糧国内価格は，50年代から90年代初めまでの間，政府の行政管理により，低く抑え
られたため，国際価格と比較してみると，国際競争力があったといえる。しかし，食糧流通自由
化に向けての改革に伴い，94年を境に国内外価格が逆転した。
　中国国内価格は95年をピークに下がり続けている。国際価格も1990年以降，アメリカを始め
とする穀物輸出国の増産に伴い，米，小麦，トウモロコシ及び大豆の価格水準は，1970年代に
比べ半減しており，かつ価格変動幅が縮小し，安定化している。この傾向は今後も続くと見られ
る。
　品目別に見れば，米には価格競争力が残っているといえる。2001年の場合，輸入米の消費地
広州ではほぼ同質の国産米卸売り価格はタイ米より16．2％安くなっている。大豆の場合は，国内
運賃が国際運賃よりも高いことを考慮すると，国産大豆にあったわずかな優位性がなくなる。小
麦の場合は国際価格に運賃等を加算すると，輸入品の価格的競争力がなくなるはずである。トウ
モロコシについては，価格的競争力が完全に失われていると言える。
②　「比較優位係数」
　中国の主要食糧品目の「比較優位係数」（RCA，　Revealed　Comparative　Advantages），即ち
それぞれの品目の輸出額が中国の輸出総額に占める比重と，世界各国の同商品の輸出総額が世界
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表2　中国の主要食糧の比較優位係数
1990年 2000年
米のRCA係数 0．7 2．0
小麦のRCA係数 0．0 0．1
トウモロコシのRCA係数 19 3．0
大豆のRCA係数 11．3 1．5
輸出総額に占める比重との比率を示しているのは表2である。
　しかし，こうした単純に輸出額を用いて比較優位性を計る方法は，政府介入が存在する場合，
また同年度に同品目商品の輸出も輸入も行なわれた場合に，計算結果が実情とかけ離れたものに
なる。例えば，表2に2000年の中国のトウモロコシに比較優位性が示されたが，これは政府の
輸出補助金が存在しているからである。また，大豆の場合も，優位性が存在しているように見え
るが，2000年における中国の大豆輸入量は1，042万トンに達し，輸出量の約50倍にもなってい
ることから，比較優位性が存在しないと見てしかるべきであろう。
（3）生産規模効果
　また最近の比較優位論では，生産規模効果も要因として取り上げられている。アメリカでは，
99年に219．4万の農場が存在し，1農場の平均所有耕地面積は174．8haもある（5）。中国では80年
代前半の農村改革により，農家単位での生産請負責任制が確立したが，1農家当たりの耕地面積
はわずか0．53haであり，アメリカやオーストラリアなどの大規模経営と比べものにならないの
みならず，日本，台湾などの小規模農業と比べても，半分程度の規模である。また，1990年代
以降，農業労働人口が年平均543万人の速度で増加し続けてきたため，1農家あたりの耕地面積
はさらに縮小し，2000年には0．49haまで減少した（6）。そのうえ，農家に耕地を分ける際に，肥
沃度や村との距離などを考慮して平等に分配した結果，1農家の耕地は平均5．9枚に分散してい
る。その内1畝すなわち0．07ha以下の地片は71．0％も占めている。
　このような小規模農業では，耕作・収穫機械の導入，灌溜i設備の整備，新技術の普及等を効率
よく行なうことができないため，規模効果は望めない。また，生産資材，労働力等の生産要素の
追加投入により，収穫逓減が生じている。こうした分散かつ小規模の農業生産を営んでいるため，
中国の食糧生産コストが上昇し続けている。中国農業科学院の調査によると（7），米国と中国の
1997～98年における食糧1kg当たりの平均生産コストは表3に示しているように，ほとんどの
品目において米国より高くなっている。
（5）　朱之塵主編「国際統計年鑑2001』中国統計出版社，220頁。
（6）　郭建軍「現段階我国農民収入増長特徴，面臨的矛盾和対策」「中国農村経済』2001年第6期。
（7）　凌耀初「我国農村経済発展的効率与政策」「上海経済研究』2000年第7期，3－9頁。
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表3米中食糧生産コストの比較
　　　　　　　　　　　　（単位：lkg／元）
中　　国 米　　国
小　　　　　　麦 1．22 Ll6
トウモロコシ 0．88 0．88
大　　　　　豆 1．83 1．76
資料：凌耀初「我国農村経済発展的効率与政策」，『上海経済研究』
　　2000年7月，3－9頁による作成。
6．政策的インプリケーション
（1）今後のシナリオ
　WTO加盟1年目の小麦，トウモロコシ，米等の中国の輸入割当量は1，830．8万トンであり，
その規模は中国の通常の輸入量にほぼ等しい。その後，輸入割当量は増え続け，3年目の2004
年に2，188．6万トンにまで拡大される。その量は，中国のこれまでの最高輸入量（95年2，040万
トン）に相当するに過ぎなく，食糧需要量の5％を占める程度である。これは食糧自給率を矩中
期的には95％保つという中国政府の目標とは矛盾しないといえる。また，2次関税率（関税割当
制の枠を上回る輸入に課せられる関税率）を65％に下げても，禁止的関税に近いとみてよかろ
う。輸入割当量は実際の輸入量ではなく，低関税輸入許可量である。WTO加盟後でも民間会社
の参入があるとはいえ，食糧輸入は基本的に国家貿易の形を保留しており，政府のコントロール
が相当部分において，依然として有効である。現在中国の国有食糧流通機構は大量の在庫を抱え
ているため，与えられた輸入割当量を枠いっぱいまで輸入することは当分考えられない。
　また中国のWTO加盟後，国際食糧価格が上昇し，中国に有利に働くのではないかという見
方もある。ウルグアイ・ラウンドの農業合意では，日本及び韓国はある程度の米市場開放を承諾
しており，欧州連合（EU）もアメリカも米生産及びライス・ビジネスへの支持・保護の削減を
約束した。中国の米輸出における最大の競争相手であるタイも，貿易価格に影響を与える国内農
業支持政策を拡大しないと約束した。これらは米の国際価格の上昇を招き，中国産米の輸出に有
利に働く可能性もある。
　小麦においても，中国の輸入量の増大や，輸出国の輸出補助金の削減により，これまで異常に
安かった国際価格がある程度上昇することが考えられる。こうした価格上昇が中国の食糧貿易に
2つの変化をもたらす可能性がある。1つは，輸入コストが高くなり，外貨負担が重くなること
である。もう1つは，国内外の価格差が縮小することにより，国内生産が拡大され，自給率が高
まり，輸入量の縮小傾向を招くことである。
　しかし一方では，近年中国産米の価格競争力が弱まりつつある。「議定書」によると，割当輸
入量の半分はジャポニカ米であり，タイやベトナムからのインディカ米のほかに，米国産ジャポ
ニカ米も中国市場に大量に入り，長江流域のジャポニカ米生産地域に打撃を与える恐れがある。
　（79）　　　　　　　　　　　　　　中国の食糧貿易について　　　　　　　　　　　　　　　　79
また，これまで東北地域から飼料用トウモロコシや大豆などを購入していた南部各省も，海外か
らの輸入に転じる可能性が大きい。小麦，トウモロコシ及び大豆の産地である華北，東北地域に
おける農業就業者の減収や潜在失業の急増が懸念される。今後，いかに貿易自由化の流れの中で，
輸入の急増を防ぎ，国内食糧生産を維持していくのか，中国にとって大きな課題となる。
②　経営規模の拡大
　前述したように，食糧生産コストを下げ，競争力を強化するには，経営規模の拡大が必要不可
欠である。そのために，土地流動化を促進し，耕地を有能な農家に集中させなければならない。
現在，中国では学者や官僚の間で，現行の分散かつ小規模な土地制度を現代農業に適する土地制
度に変えなければならないとの認識でほぼ一致している。ただ，どのように農地制度を変えるか
をめぐって意見が2つに分かれている。急進派と言われている研究者は，現行の農村の集団所有
土地制度はすでに有名無実になっており，土地の私有化を断行すべきだと主張している（8）。一方，
穏健派の研究者は，農民が請け負っている土地使用権について，土地の長期利用，相続，他人へ
の有償譲渡などの権利を法律で認めるべきであると主張している（9）。現段階で農村土地私有化を
実施すれば，社会全体の利益のバランスや社会的公平に関わり，情勢の不安定化につながりかね
ないことから，実施すべきではないと思われる。現行土地制度の枠内で改革を図る穏健派の主張
は現実的である。土地使用権の私有化によって，土地使用権を売買，交換，貸出し，担保・投資
することができるようになる。これは土地の集中，規模拡大に不可欠な制度的保障である。
㈲　余剰農村労働力の移出
　また，経営規模の拡大がスムーズに進められるのかは，莫大な余剰農業労働力が順調に他産業
に転出できるかどうかにかかっている。約1億5，000万の労働力，そしてその家族も加算すると，
およそ3億9，000万人にも上る大規模な転職・移動は，中国にとって，長く多難な道程となるで
あろう。通常の工業先進国が体験してきた既存の都市部の拡大のみならず，中国の国情に合う独
特な発想が必要となる。
（4）品質の改善
　中国産食糧は価格競争力が失われつつある一方，品質の面においても劣っている。トウモロコ
シの場合，アメリカ産は栄養分含有量，純度及び外観・光沢等が，すべて国産に比べて優れてい
るとのことである。南方の製粉工場に対する調査で分かったのは，アメリカ産硬質赤小麦は河南
省産良質白小麦よりトン当たり100元余り高くても，アメリカ産が好まれる。その理由は強力粉
など上質小麦粉を加工するにはアメリカ産が適しているからである。品質改善を図るため，1999
年11月に農業部，国家糧食備蓄局及び国家質量技術監督局（品質技術の管理機関）は共同で新
（8）　例えば，王景新「新世紀的中国農村土地制度安排与法律建設」「中国農村経済』2000年第4期。
（9）　例えば，応瑞謡，劉営軍「農村土地承包関係立法若干疑難問題研究」「中国農村経済』2000年第1期。
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しい食糧品質基準を制定し，米，小麦，トウモロコシ等の8品目における新しい国家食糧基準を
公布した。2000年から東北産春小麦，南方産インディカ早稲，南方産トウモロコシなどの市場
ニーズに合わない低品質品種の政府買付けをストップし，生産縮小が図られることになった。そ
れと同時に優良品種とりわけ国際市場のニーズを意識した優良品種の生産拡大が急速に進んでい
る。こうしたなか，日本市場を狙う米作りが話題になっている⑲。中国の穀倉地帯と言われる黒
竜江省では，93年の日本の米緊急輸入をきっかけに，国有農場を中心に水稲栽培・育種技術を
日本から導入し，「寒冷地畑苗代移植栽培」技術を普及させ，ジャポニカ種の「新コシヒカリ」
（コシヒカリの改良品種）や「きらら397」など食味のよいものを大規模に栽培し，日本，シン
ガポール，香港等の市場を夕一ゲットにしている。現在毎年12万トンとされる日本のSBS（売
買同時入札）輸入米の主力は，すでに米国産から中国産にシフトしつつある（11）。
　近年，食品安全確保の立場から，2001年には中国政府も「転基因管理条例』（遺伝子組換え管
理条例）を公布し，遺伝子組換え食品に対して，表示の義務を課した。条例では遺伝子組換え食
糧を中国に輸出する際，輸出側はその安全性が証明できる生物検測書などを提出しなければなら
ないとしている。中国の大豆輸入先となっているアメリカ，アルゼンチンは，遺伝子組換え条例
の実施によって，対中輸出量が大きく制限されることになろう。中国市場で競争力の強いアメリ
カ産トウモロコシも，同様に遺伝子組換え条例により，価格と品質の両面から競争力が損なわれ
ると思われる。
（5＞農業助成金の有効利用
　「議定書」では中国の今後の国内農業支持許容額を通常の発展途上国よりは厳しい，農業生産
総額の8．5％に設定した。しかし，その額を農業にフルに投資すれば，農産物の国際競争力の強
化に大きく役立つと思われる。
　また，農業助成金の枠以外にWTOの「グリーン・ボックス」を利用し，農業技術の開発・
普及，農民への職業訓練，農地保持，農業生態環境の保護および農業生産構造の調整に政府資金
を投入し，農業基盤を整備し，間接的に農産物のコスト削減に役立つようにすべきである。
　中国のような人口大国では，高い食糧自給率を保つことは，自国のためだけでなく，世界の食
糧安全保障から見ても重要である。WTO加盟により，中国の食糧生産部門が厳しい試練にさら
されることになり，食糧輸入の増加は避けられないであろう。しかし生産過剰，在庫過大の現状
及び現在実施中の生産調整，輸入急増防止対策，農業生産性向上対策などを総合的に見れば，食
糧生産に大きな打撃を与える輸入急増は発生しないと見るのが妥当であろう。目下，輸入食糧の
外圧を背景に，政府も農業・農地・農民に関する改革を速めており，農民も優良品種の生産拡大
や生産コストの削減に努めている。それらもまた，以上の見通しを支持することになろう。
（10）　「日本を狙う黒竜江省の稲作」「日本農業新聞』2000年10月14日一22日連載。
（11）服部信司「WTO農業交渉一主要国・日本の農政改革とWTO提案』農林統計協会　2000年。
